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(57)【要約】
【課題】　過度な圧力損失が生じてしまうのを回避する
ことができ、更に煤塵の除去を効率的に行うことのでき
る、新規な脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置の
開発を技術課題とした。
【解決手段】　触媒成分が担持された脱臭素子３５によ
り、煤塵ｄが含まれる排気ガスＧ０中の有機物を酸化お
よび／または分解して脱臭排ガスＧ１とする脱臭装置Ｄ
において、この装置には、前記脱臭素子３５の表面に臨
むとともに、掃引されることによって脱臭素子３５の表
面全域にパージエアを供給することができるように構成
されたノズルユニット５１が具えられて成ることを特徴
として成る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　触媒成分が担持された脱臭素子により、煤塵が含まれる排気ガス中の有機物を酸化およ
び／または分解して脱臭排ガスとする脱臭装置において、この装置には、前記脱臭素子の
表面に臨むとともに、掃引されることによって脱臭素子の表面全域にパージエアを供給す
ることができるように構成されたノズルユニットが具えられて成ることを特徴とする脱臭
素子の再生機構が具えられた脱臭装置。
【請求項２】
　前記ノズルユニットは、脱臭素子の数と同数のものが具えられるものであり、各ノズル
ユニットは個別に掃引操作を行うことができるように構成されたものであることを特徴と
する請求項１記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置。
【請求項３】
　前記脱臭素子は複数基が直列状に具えられて成るものであることを特徴とする請求項１
または２記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置。
【請求項４】
　前記ノズルユニットの上流側に通気防止板が具えられていることを特徴とする請求項２
または３記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置。
【請求項５】
　前記ノズルユニットは、通気管の一端がノズル管の重心部分に接続されたレーキ状のも
のであることを特徴とする請求項１、２、３または４記載の脱臭素子の再生機構が具えら
れた脱臭装置。
【請求項６】
　前記ノズルユニットは、噴出口が千鳥格子状に配列されたものであることを特徴とする
請求項１、２、３、４または５記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は汚泥等の有機性廃棄物を処理する乾燥機や焼却炉から排出された排気ガスの脱
臭装置に関するものであって、特に脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置に係るもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　汚泥等の有機性廃棄物の乾燥や、廃棄物焼却の際に発生する排気ガスは、その中に含ま
れる揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の有害物質や臭気を除去したうえで大気に放出するこ
とが求められ、その要求度合いも近時、更に高まっている。
　そして前記排気ガスの脱臭の手法としては、従来より直接燃焼によるものが一般的であ
った。このような直接燃焼による排気ガスの脱臭処理は、脱臭性能としては比較的優れて
いる反面、脱臭処理に多くの燃料が必要となるものであって、主目的である、乾燥や焼却
に要する燃料よりも、多くの燃料が脱臭処理に必要とされるケースもあった。
【０００３】
　そこで本出願人らは、排気ガスに含まれる有害物質や臭気を除去するために、触媒とし
て酸化セリウム（ＣｅＯ2 ）が適用された脱臭素子を具えた脱臭装置の開発を試み、既に
特許出願に及んでいる（特許文献１、２参照）。
　この発明は、支持基材に対して触媒を担持させて脱臭素子を構成するとともに、この脱
臭素子を具えた触媒ユニットに対し、触媒の最適作動温度に温度調節した状態の被処理ガ
スを供給するというものである。そしてこの発明により、排気ガスの脱臭処理に要する燃
料の消費を著しく低減することができ、更には高湿度であり、揮発性有機物が含まれる排
気ガスを効果的に脱臭処理することが可能となっている。
【０００４】
　しかしながら、煤塵が含まれた排気ガスを処理する場合、前記脱臭素子に対して煤塵が
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付着してしまうことは避けられず、付着した煤塵の量が増すに従って圧力損失も大きくな
って処理効率が低下するとともに、送風機構の消費電力が増加してしまう。
　このような圧力損失は、支持基材をハニカム状ブロックとした場合には僅かで済むもの
の、煤塵の付着が進行したときには、ハニカム状ブロックにおける通気孔内を通過する排
気ガスの流れが妨げられてしまい、圧力損失は多大なものとなる。そして例えば、バーナ
を用いて被処理ガスを最適作動温度に加熱するシステムであれば、システム内の圧力が大
きくなり、バーナの燃焼不良を引き起こし、運転の続行が困難になる。あるいはまた、触
媒が煤塵に覆われて、触媒と臭気成分との効率的な接触が阻害されて脱臭機能の低下を招
いてしまうことは避けられない。
　そして前記圧力損失を排除するとともに、触媒機能を再生させるために、前記脱臭素子
に付着した煤塵をパージエアによって除去する再生機構も案出されている。
　しかしながら脱臭素子を複数個配列することにより、脱臭効果の向上を図る装置構成が
採られた場合、パージエアによって脱臭素子から除去された煤塵が、他の脱臭素子に入り
込んでしまい、そこで再び脱臭素子に付着してしまうことが発生し得る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特願２００９－２５１８５４
【特許文献２】特願２０１０－０１３０９４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明はこのような背景からなされたものであって、特に過度な圧力損失が生じてしま
うのを回避することができ、更に煤塵の除去を効率的に行うことのできる、新規な脱臭素
子の再生機構が具えられた脱臭装置の開発を技術課題としたものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　すなわち請求項１記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置は、触媒成分が担持
された脱臭素子により、煤塵が含まれる排気ガス中の有機物を酸化および／または分解し
て脱臭排ガスとする脱臭装置において、この装置には、前記脱臭素子の表面に臨むととも
に、掃引されることによって脱臭素子の表面全域にパージエアを供給することができるよ
うに構成されたノズルユニットが具えられて成ることを特徴として成るものである。
【０００８】
　また請求項２記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置は、前記要件に加え、前
記ノズルユニットは、脱臭素子の数と同数のものが具えられるものであり、各ノズルユニ
ットは個別に掃引操作を行うことができるように構成されたものであることを特徴として
成るものである。
【０００９】
　更にまた請求項３記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置は、前記要件に加え
、前記脱臭素子は複数基が直列状に具えられて成るものであることを特徴として成るもの
である。
【００１０】
　更にまた請求項４記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置は、前記請求項２ま
たは３記載の要件に加え、前記ノズルユニットの上流側に通気防止板が具えられているこ
とを特徴として成るものである。
【００１１】
　更にまた請求項５記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置は、前記要件に加え
、前記ノズルユニットは、通気管の一端がノズル管の重心部分に接続されたレーキ状のも
のであることを特徴として成るものである。
【００１２】
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　更にまた請求項６記載の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置は、前記要件に加え
、前記ノズルユニットは、噴出口が千鳥格子状に配列されたものであることを特徴として
成るものである。
　そしてこれら各請求項記載の要件を手段として、前記課題の解決が図られる。
【発明の効果】
【００１３】
　まず請求項１記載の発明によれば、ノズルユニットを直線的に掃引することにより、ノ
ズルユニットに対向する脱臭素子面全域に亘ってパージエアを均一に作用させることがで
き、脱臭素子に付着した煤塵を均しく効果的に除去することができる。
　またノズルユニットを、エアパージが行われないときに排気ガスの流路を妨げることの
ない位置に設けることができ、ノズルユニットが脱臭素子に流入する排気ガスの流れを妨
げて脱臭素子にデッドスペースが生じてしまったり、特定の偏流を固定的に生じさせて、
脱臭素子の全面を効率的に使えなくなってしまうような事態を回避することができる。
　またエアパージが行われないときであっても、ノズルユニットを常時上下動させること
により、排気ガスの特定の偏流が固定的に生じてしまうことを回避することができるとと
もに排気ガスの攪拌を行うことができるため、均質な排気ガス状態として脱臭素子に供給
することができる。
　更にまたハニカム状の支持基材に触媒が担持されて成る脱臭素子が用いられる場合、ノ
ズルユニットに対向する脱臭素子面と直交する方向に形成される通気孔内にパージエアを
進入させることができ、通気孔内に付着した煤塵を効果的に除去することができる。
【００１４】
　また請求項２記載の発明によれば、全ての脱臭素子の再生処理を同時に行うことができ
るとともに、脱臭素子毎に個別に再生処理を行うこともできる。
【００１５】
　更にまた請求項３記載の発明によれば、煤塵が含まれる排気ガス中の有機物の酸化およ
び／または分解を、直列に配置された複数の脱臭素子によって段階的に行うことができる
とともに、上流側の脱臭素子から流れ出る排気ガス中の有害成分や臭気成分が、下流側の
脱臭素子に流れ込む前に拡散され、均一性が高められた状態で下流側の脱臭素子に流れ込
むことが可能になり、下流側の脱臭素子の全面の触媒機能を有効に発揮させることができ
る。
　また、脱臭素子間にはノズルユニットが掃引されるための空間が形成されることとなる
ため、上流側の脱臭素子を通過した煤塵は、容易に下流側の脱臭素子に到達し難くなり、
脱臭素子間の下部に煤塵が回収され易くなる。
　更にまた、上流側の脱臭素子における排気ガスが流れ出る面と、下流側の脱臭素子にお
ける排気ガスが流れ込む面とが対峙することになるので、これらの面の形状や、排気ガス
の流れ出る位置（孔部）と流れ込む位置（孔部）の位置関係や形状関係や孔のサイズ関係
を、触媒作用の効率や煤塵の影響に配慮して、各脱臭素子毎に選択することが容易となる
。
　更にまた、脱臭素子が劣化した際には、劣化した脱臭素子のみの交換を容易に行うこと
ができる。
　更にまた、煤塵の性質に応じて、煤塵を脱臭素子からエアパージし易いように、排気ガ
スの流れ方向の脱臭素子の厚みと、脱臭素子間の間隔を容易に設定することができる。
【００１６】
　更にまた請求項４記載の発明によれば、上流側に位置する脱臭素子から除去された煤塵
が含まれたパージエアを通気防止板に衝突させることにより、下流側に位置する脱臭素子
に煤塵が再付着してしまうのを防止することができる。
　更に煤塵をパージエアから分離するとともに、筐体下部に落下させてその位置に堆積さ
せることができる。
【００１７】
　更にまた請求項５記載の発明によれば、ノズル管の重心に通気管が接続されるため、上
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下方向へのノズルユニットの掃引操作を安定した状態で行うことができる。
【００１８】
　更にまた請求項６記載の発明によれば、脱臭素子におけるノズルユニットに対向する面
全域に亘って、よりいっそう洩れなくパージエアを作用させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の脱臭装置を一部透視して示す斜視図である。
【図２】本発明の脱臭装置を一部透視して示す側面図である。
【図３】脱臭素子を示す斜視図である。
【図４】ノズルユニットとその周辺部材を示す正面図である。
【図５】ノズルユニットから噴出されるパージエアによって脱臭素子に付着した煤塵を除
去する様子を示す縦断側面図である。
【図６】ノズルユニットを水平方向に掃引するように構成された脱臭装置の断面図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置の最良の形態は以下の実施例に示す
とおりであるが、この実施例に対して本発明の技術的思想の範囲内において適宜変更を加
えることも可能である。
【実施例】
【００２１】
　以下、本発明の「脱臭素子の再生機構が具えられた脱臭装置」（以下、脱臭装置Ｄと称
す）について、基本となる実施例の構成を説明した後、その作動態様について説明する。
　前記脱臭装置Ｄは図１、２に示すように、乾燥機や焼却炉等から排出された排気ガスＧ
０を被処理ガスとして、脱臭素子３５が有する触媒作用によって、排気ガスＧ０に含まれ
る有機物を低温で酸化および／または分解し、脱臭排ガスＧ１とする装置である。
【００２２】
　前記脱臭装置Ｄは基台Ｂ上に設置されるものであり、加熱室１、給気室２、脱臭室３及
び排気室４が連通するように形成され、更に前記脱臭室３に対して脱臭素子３５が収容さ
れるとともに、除塵機構５が具えられて成るものである。
　なお本明細書中においては、加熱室１側を前方または上流とし、排気室４側を後方また
は下流として定義する。
【００２３】
　まず前記加熱室１はバーナ１１を具えて成るものであり、バーナ１１によって燃料を燃
焼させ、高温となった外気Ａを隣接する給気室２に供給するための部位である。
【００２４】
　次に前記給気室２は、一例として筐体上部に形成された給気口２１にダクト２２が接続
されて成るものであり、このダクト２２を通じてファン２３により給気室２内に供給され
る排気ガスＧ０が、前記高温となった外気Ａと混合されて昇温されるように構成されてい
る。
【００２５】
　次に前記脱臭室３は、筐体の側面に入出口３１が開口されて成り、ここから脱臭素子３
５の出し入れを行うことができるように構成されたものである。
　具体的には、蓋板３２及び載置板３３が具えられた台車３４が用いられるものであり、
前記載置板３３上に脱臭素子３５を一例として三基を直列状にセットした状態で、これら
載置板３３及び脱臭素子３５を脱臭室３内に進入させるように台車３４を移動させること
により、前記蓋板３２によって入出口３１を塞ぐようにことができるように構成されてい
る。
　なお前記蓋板３２には適宜パッキン及びロック機構を具えることにより、脱臭室３の機
密性が確保できようにする。
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　また前記脱臭素子３５の配置については、上述したように複数の脱臭素子３５を直列状
とする他、一部または全ての脱臭素子３５を並列に配置するようにしてもよい。
【００２６】
　ここで前記脱臭素子３５について詳しく説明すると、このものは図３に示すように、触
媒３７としての酸化セリウム粉末（淡黄色粉末）を、支持基材３６の表面及び通気孔３８
の内面に担持させたものである。
　前記支持基材３６としては、一例として図３（ａ）に示すように、複数の通気孔３８が
形成されたハニカム状のセラミックスが立方体状に形成されるものである。そして触媒３
７と水とバインダーとを混合して調製されたスラリーに対し、前記支持基材３６を浸漬さ
せ、その後、乾燥、焼成することにより、支持基材３６の表面及び通気孔３８の内面に触
媒３７が担持された脱臭素子３５が形成される。
　なお前記脱臭素子３５を、一つのブロック片として構成する他、複数の少ブロック片を
組み合わせて構成するようにしてもよく、この実施例では一例として、四個の脱臭素子片
３５ａを組み合わせて脱臭部材３５を構成するとともに、この脱臭素子３５を枠体３９に
よって保持するようにした。
　更に脱臭素子片３５ａを、通気孔３８に対して垂直方向に分断して構成された脱臭素子
片３５ｂや、通気孔３８に対して水平方向に分断して構成された脱臭素子片３５ｃを組み
合わせて脱臭素子３５を構成してもよい。
　このように脱臭素子３５を複数の素子片によって構成することにより、例えば一定時間
毎に各素子片の位置を入れ替えることにより、煤塵ｄの付着量が少ない素子片を上流側に
位置させて、触媒３７の機能を長期に渡って持続させることが可能となる。
【００２７】
　また図３（ｂ）に示すように、前記支持基材３６を小球状のものとするとともに、支持
基材３６の表面に触媒３７を担持させた脱臭素子３５を採用することもできる。この場合
、複数の脱臭素子３５は、網体３９ａが張設された枠体３９内に収容されるものとする。
【００２８】
　次に触媒素子３５の再生機構として機能する除塵機構５について説明すると、このもの
は一例として前記脱臭室３上に立設された機枠Ｆに対して、掃引機構の駆動手段としての
シリンダ５６が具えられ、このシリンダ５６におけるロッド５６ａの先端に、ノズルユニ
ット５１が脱臭室３内に位置するように具えられて成るものである。
　前記ノズルユニット５１は図４に示すように、通気管５２の一端に対して、噴出口５３
が形成されたノズル管５４の重心部分が接続され、一例としてレーキ状に形成されている
。なおこの実施例では図４（ａ）に示すように、幅１～２ｍｍであって長さが触媒素子３
５と同等のスリット状の噴出口５３を形成するようにしたが、図４（ｂ）に示すように短
スリット状の噴出口５３を千鳥格子状に配列したり、あるいは図４（ｃ）に示すように小
径の噴出口５３を密集させて形成するようにしてもよい。
　そして前記通気管５２の自由端側にティー５５を介在させて前記ロッド５６ａの先端部
が接続されるものであり、更にティー５５における給気口５５ａに、管路５７を用いてブ
ロワ５８が接続される。なお前記管路５７にはバルブ５７ａが具えられている。
【００２９】
　そして以上のような構成が採られることにより、ノズルユニット５１を上下方向に掃引
させて、パージエアを脱臭素子３５の表面全体に作用させることが可能となるものである
。この際、ノズルユニット５１は図４に示したように、通気管５２の一端がノズル管５４
の重心部分に接続されたレーキ状（逆Ｔ字状）のものであり、シリンダ５６におけるロッ
ド５６ａが前記通気管５２に接続されているため、重心部分が吊り下げ状態とされており
、このためノズルユニット５１の上下動を、余分な応力が加わることなく、安定して行う
ことができるものである。
【００３０】
　また前記ノズルユニット５１は、脱臭素子３５の数と同数のものが具えられるものであ
り、以下、ノズルユニット５１を区別する場合、符号を５１１、５１２、５１３・・・と
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し、脱臭素子３５を区別する場合、符号を３５１、３５２、３５３・・・とする。同様に
前記シリンダ５６を区別する場合、符号を５６１、５６２、５６３・・・とする。
【００３１】
　そして前記ノズルユニット５１が複数機具えられる場合には、各ノズルユニット５１１
、５１２、５１３・・・の上流側に、上部が前方に向けて屈曲した通気防止板５９が具え
られる。ただし、最上流部のノズルユニット５１１には、通気防止板５９を設ける必要は
ない。
【００３２】
　次に前記排気室４は、一例として筐体上部に排気口４１が形成されて成るものであり、
前記脱臭室３より送られてくる脱臭排ガスＧ１を、排気口４１を通じて外部に排気するた
めの部位である。
　本発明の脱臭装置Ｄは、一例として上述したように構成されるものであり、以下その作
動態様を説明する。
【００３３】
〔脱臭素子のセッティング〕
　初めに脱臭室３における入出口３１を通じてその内部に脱臭素子３５をセッティングす
るものであり、載置板３３上に脱臭素子３５１、３５２、３５３をセットした状態で、こ
れら載置板３３及び脱臭素子３５を脱臭室３内に進入させるように台車３４を移動させる
とともに、蓋板３２によって入出口３１を塞ぎ、脱臭室３の気密性を確保する。
　この際、図５（ａ）に示すように、脱臭素子３５１、３５２、３５３の前方斜め上に、
ノズルユニット５１１、５１２、５１３が位置することとなる（以下、この位置を待機位
置と称す）。
【００３４】
〔加熱〕
　次いで、加熱室１においてバーナ１１によって昇温された外気Ａと、被処理ガスとして
の排気ガスＧ０とを、給気室２内に供給するものであり、この実施例では一例として２０
０℃の排気ガスＧ０を約４５０℃にまで昇温するようにした。
　なお前記排気ガスＧ０は、汚泥等の有機性廃棄物の乾燥や、廃棄物焼却等の際に発生す
るものであり、サイクロン集塵機等によって煤塵ｄの含有量が０．５ｇ／ｍ3 Ｎ程とされ
たものである。
【００３５】
〔脱臭処理〕
　次いで排気ガスＧ０は脱臭室３に送られるものであり、脱臭素子３５と接触し、臭気成
分（揮発性有機物等）が、触媒成分（酸化セリウム）と接触することにより、その触媒作
用によって酸化され、ＣО2 、Ｈ2 О等に変化することとなり、臭気成分が所定値以下（
一例として臭気指数３０以下）に除去された脱臭排ガスＧ１となる。この実施例では図５
（ａ）に示すように、三基の脱臭素子３５が直列状に配置されているため、脱臭素子３５
１における通気孔３８を通過した排気ガスＧ０は、続いて脱臭素子３５２における通気孔
３８を通過し、更に脱臭素子３５３における通気孔３８を通過する過程で、徐々に臭気成
分の除去が行われることとなる。またこの際、排気ガスＧ０に含まれていた煤塵ｄが脱臭
素子３５の表面や、通気孔３８内の内面に付着することとなる。
　次いで脱臭排ガスＧ１は、排気室４内に至り、外部に排気される。
　なお前記酸化セリウム（ＣｅＯ2 ）は、３００℃以上において効果的に脱臭作用が働く
ものであり、このため排気ガスＧ０の温度を給気室２において３００℃以上に加熱した上
で脱臭素子３５に接触させることにより、酸化反応を促すようにするものである。
【００３６】
〔脱臭素子の再生処理〕
　そして脱臭素子３５に煤塵ｄが付着して、触媒３７の脱臭能力が大幅に低下したり、圧
力損失が過大になる前に、脱臭素子３５の再生処理が行われるものであり、以下、その手
順について説明する。
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　なお再生処理のタイミングは、タイマ等により一定時間毎に行ってもよいが、例えば、
脱臭素子３５の上流側と下流側の脱臭室３内の静圧差を測定し、脱臭素子３５に生じる圧
力損失が一定値を超えた時点で再生処理を行うようにしてもよい。
　まず再生処理が行われていない状態では、図５（ａ）に示すようにノズルユニット５１
１、５１２、５１３は待機位置に位置している。
　そしてシリンダ５６１、５６２、５６３における各ロッド５６ａを同速度で伸長させる
ことにより、ノズルユニット５１１、５１２、５１３を同時に下降させるとともに、ブロ
ワ５８により外気Ｇ０を吸い込んで圧縮し、パージエアとして３～６ｋＰａＧ程の圧力で
供給する。
【００３７】
　その後、前記シリンダ５６１、５６２、５６３は図５（ｂ）に示すように脱臭素子３５
１、３５２、３５３の表面に臨むとともに、掃引されることによって脱臭素子３５１、３
５２、３５３の表面全域にパージエアが７０～１００ｍ／ｓ程の流速で供給されることと
なる。
　前記パージエアは、脱臭素子３５の表面に付着した煤塵ｄを吹き飛ばすとともに、通気
孔３８内を進行し、通気孔３８内面に付着した煤塵ｄを吹き飛ばすものであり、これによ
り脱臭素子３５に生じていた圧力損失が解消されるとともに、触媒３７と排ガスＧ０との
接触が可能となり、脱臭素子３５１、３５２、３５３が再生される。
　この際、例えばノズルユニット５１１から噴出されて、脱臭素子３５１における通気孔
３８を通過したパージエアは、下流側のノズルユニット５１２に具えられた通気防止板５
９によって進路を塞がれて、脱臭室３内に分散すると同時に、煤塵ｄはパージエアから分
離され、落下して脱臭室３内の下部に堆積する。
　このように前記通気防止板５９によって、上流側の脱臭素子３５の再生を行ったパージ
エアが、下流側の脱臭素子３５に到達するのが防がれるため、パージエアに含まれる煤塵
ｄが下流側の脱臭素子３５に再付着してしまうような事態を回避することができる。
　なお脱臭室３内の下部に堆積した煤塵ｄは、蓋板３２の下部に設けられた点検窓（図示
省略）から掻き出されたり、あるいは煤塵ｄが堆積する位置に予め設けられたスクリュー
コンベヤ等の搬送手段によって自動的に排出されるものとする。
　また前記脱臭素子３５３から除去された煤塵ｄの一部は、排気室４を通じて外部に排出
されることもあるため、適宜の個所設けられたフィルタ等によって回収されるものとする
。
　なお前記パージエアをヒータ等により加熱し、ノズルユニット５１から熱風として脱臭
素子３５に噴出させるようにしてもよい。
【００３８】
　なお前記脱臭素子３５は、上流側のものほど煤塵ｄの付着が激しいため、例えば図５（
ｃ）に示すように、シリンダ５６１、５６２における各ロッド５６ａを同速度で伸長させ
ることにより、ノズルユニット５１１、５１２を同時に下降させて、脱臭素子３５１のみ
の再生処理を行うようにしてもよい。この際、バルブ５７ａを操作してノズルユニット５
１２、５１３からのパージエアの噴出は停止させておく。
　また最も下流側に位置する脱臭素子３５３のみの再生処理を行う場合には、図５（ｄ）
に示すように、シリンダ５６３のロッド５６ａのみを伸長させることにより、ノズルユニ
ット５１３のみを下降させて、ノズルユニット５１３のみからパージエアを噴出させれば
よい。
【００３９】
　なお上述した一連の再生処理時において、ノズルユニット５１は図４に示したように、
通気管５２の一端がノズル管５４の重心部分に接続されたレーキ状のものであり、シリン
ダ５６におけるロッド５６ａが前記通気管５２に接続されているため、重心部分が吊り下
げ状態とされており、このためノズルユニット５１の上下動が、余分な応力が加わること
なく、安定して行われることとなる。
【００４０】
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　また前記ノズルユニット５１が脱臭素子３５の表面に臨んで掃引される際に、噴出口５
３から噴出されるパージエアを、脱臭素子３５に対して満遍なく作用させることが可能と
なっている。
　更にまたノズルユニット５１を、エアパージが行われないときに排気ガスＧ０の流路を
妨げることのない位置に設けることができ、ノズルユニット５１が脱臭素子３５に流入す
る排気ガスＧ０の流れを妨げて脱臭素子３５にデッドスペースが生じてしまったり、特定
の偏流を固定的に生じさせて、脱臭素子３５の全面を効率的に使えなくなってしまうよう
な事態を回避することができる。
　因みにノズルユニット５１を、パージエアが脱臭素子３５の全域に作用するような位置
に固定した場合には、ノズルユニット５１が脱臭素子３５に流入する排気ガスＧ０の流れ
を妨げてしまうこととなる。この結果、脱臭素子３５にデッドスペースが生じてしまい、
更にノズルユニット５１にぶつかった排気ガスＧ０に特定の偏流が固定的に生じてしまい
、脱臭素子３５の全面が効率的に使えなくなってしまうこととなる。
【００４１】
〔他の実施例〕
　本発明の脱臭装置Ｄは、一例として上述したように構成されるものであるが、本発明の
技術的思想の範囲内において、以下のような形態を採ることも可能である。
　まず上述した基本となる実施例は、ノズルユニット５１の掃引を、垂直方向で行うもの
であったが、例えば建屋の高さに制限があるような場合、図６に示すように水平方向に掃
引するような構成を採ることもできる。
　また前記ノズルユニット５１における噴出口５３から、水等の洗浄液を噴出させて、こ
れにより脱臭素子３５に付着した煤塵ｄを洗い流すようにしてもよい。
【符号の説明】
【００４２】
　Ｄ　　　脱臭装置
　１　　　加熱室
　１１　　バーナ
　２　　　給気室
　２１　　給気口
　２２　　ダクト
　２３　　ファン
　３　　　脱臭室
　３１　　入出口
　３２　　蓋板
　３３　　載置板
　３４　　台車
　３５　　脱臭素子
　３５１　脱臭素子
　３５２　脱臭素子
　３５３　脱臭素子
　３５ａ　脱臭素子片
　３５ｂ　脱臭素子片
　３５ｃ　脱臭素子片
　３６　　支持基材
　３７　　触媒
　３８　　通気孔
　３９　　枠体
　３９ａ　網体
　４　　　排気室
　４１　　排気口
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　５　　　除塵機構
　５１　　ノズルユニット
　５１１　ノズルユニット
　５１２　ノズルユニット
　５１３　ノズルユニット
　５２　　通気管
　５３　　噴出口
　５４　　ノズル管
　５５　　ティー
　５５ａ　給気口
　５６　　シリンダ
　５６１　シリンダ
　５６２　シリンダ
　５６３　シリンダ
　５６ａ　ロッド
　５７　　管路
　５７ａ　バルブ
　５８　　ブロワ
　５９　　通気防止板
　Ａ　　　外気
　Ｂ　　　基台
　ｄ　　　煤塵
　Ｆ　　　機枠
　Ｇ０　　排気ガス
　Ｇ１　　脱臭排ガス
【図１】 【図２】
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